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公布 条例

◇ 鳥取県立大山自然歴史館 設置及 管理 関 条例（ ）（総務課）…………………………

鳥取県私立高等学校等大規模修繕等促進事業助成条例（ ）（教育・学術振興課）……………

鳥取県人事行政 運営等 状況 公表 関 条例（ ）（職員課）……………………………

東伯郡北栄町 設置 伴 関係条例 整理等 関 条例（ ）（市町村振興課）……………

鳥取県木 住 建設資金助成条例（ ）（住宅政策課）…………………………………………

鳥取県育英奨学事業特別会計条例（ ）（教育委員会事務局高等学校課）………………………

鳥取県長期継続契約 締結 契約 定 条例（ ）（審査指導室）…………

◇鳥取県立大山自然歴史館 設置及 管理 関 条例

目的（第 条関係）

条例 、地方自治法 規定 基 、鳥取県立大山自然歴史館 設置及 管理 関 事項

定 目的 。

設置（第 条関係）

大山 中心 地域 豊 自然、歴史及 文化 関 資料 展示 魅力 鳥取県

内外 発信 、自然 大切 心 、鳥取県立大山自然歴史館（以下「自然歴

史館」 。） 西伯郡大山町 設置 。

行為 制限等（第 条関係）

（ ） 自然歴史館 、次 行為 。

自然歴史館 施設設備又 展示物 損傷 、若 汚損 、又 行為

。

所定 場所以外 場所 喫煙 。

空 缶、空 瓶 他 捨 。

他人 迷惑 及 、又 行為 。

他知事 別 定 行為

（ ） 知事 、（ ） 違反 、又 者 対 、自然歴史館 利用 拒 、又 自然

歴史館 退去 命 。

措置命令（第 条関係）

知事 、自然歴史館 適正 管理 図 必要 認 、自然歴史館 利用 者 対

、必要 措置 命 。

権限 委任（第 条関係）

（ ）及 知事 権限 、自然歴史館 館長 委任 。

規則 委任（第 条関係）

条例 定 、自然歴史館 管理 関 事項 、規則 定 。
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施行期日等

（ ） 条例 、規則 定 日 施行 。

（ ） 鳥取県立自然科学館 設置及 管理 関 条例 、所要 改正 行 。

◇鳥取県私立高等学校等大規模修繕等促進事業助成条例

目的（第 条関係）

条例 、私立高等学校、私立中学校及 私立幼稚園 大規模 修繕及 耐震改修（以下「大規模修

繕等」 。） 要 経費 一部 助成 、私立高等学校等 教育環境 整備

促進 目的 。

定義（第 条関係）

条例 用 用語 意義 定 。

補助金 交付（第 条関係）

県 、 目的 達成 、大規模修繕等（知事 別 定 限 。以下同 。） 実施

学校法人 対 、予算 範囲内 私立高等学校等大規模修繕等促進事業補助金（以下「補助金」 。）

交付 。

補助金 額（第 条関係）

補助金 額 、大規模修繕等 要 経費 額（知事 別 定 額 限度 。） 大規模 修繕

分 、耐震改修 分 乗 得 額以下 。

他（第 条関係）

条例 定 、 条例 施行 関 必要 事項 、知事 別 定 。

施行期日等

（ ） 条例 、平成 年 月 日 施行 。

（ ） 条例 、平成 年 月 日限 、 効力 失 。

（ ） 条例 失効 日以前 交付決定 補助金 、 及 、 条例 失効後 、

効力 有 。

◇鳥取県人事行政 運営等 状況 公表 関 条例

趣旨（第 条関係）

条例 、地方公務員法（以下「法」 。） 規定 基 、人事行政 運営等 状況 公表

関 必要 事項 定 。

報告事項（第 条関係）

任命権者 法 規定 人事行政 運営 状況 関 報告 事項 、職員（臨時的

任用 職員及 非常勤職員（法 規定 短時間勤務 職 占 職員 除 。） 除 。以下同

。） 係 次 掲 事項 。

（ ） 職員 採用、異動、退職等 関 任免 状況及 職員数 関 状況

（ ） 職員 給与 平均額、初任給 基準、職員 対 手当等 他 職員 給与 状況

（ ） 職員 勤務時間、休暇、旅費 他 勤務条件 状況

（ ） 職員 分限及 懲戒処分 状況

（ ） 営利企業等 従事 許可 他 職員 服務 状況

（ ） 職員 研修及 勤務成績 評定 状況

（ ） 職員 健康管理 関 福祉 状況

（ ） 職員 勤務条件 関 措置 要求 係 職員 利益 保護 状況

（ ） 他知事 必要 認 事項

報告 時期（第 条関係）
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条 例 名 内 容

鳥取県知事 権限 属 事務 処理 特例 関

条例

地方自治法 基 新 生 土地 確認 旨

届出 受理 事務等 処理 町 改正

天神川流域下水道条例 天神川流域下水道 接続 公共下水道 管理 町

表示等 改正

鳥取県営住宅 設置及 管理 関 条例 大野団地等 位置及 委託先 町名 表示 改正

鳥取県立高等学校等設置条例 鳥取県立鳥取中央育英高等学校 位置 表示 改正

警察署 名称、位置及 管轄区域 関 条例 警察署 位置及 管轄区域 表示 改正

の に する の の に する に づき たに じた を した の

の の を する の

に する を する

の の
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任命権者 、毎年 月末 、知事 対 、 事項 報告 。

人事委員会 報告事項（第 条関係）

人事委員会 法 規定 報告 事項 、次 掲 事項 。

（ ） 職員 競争試験及 選考 状況

（ ） 給与、勤務時間 他 勤務条件 関 報告及 勧告 状況

（ ） 勤務条件 関 措置 要求 状況

（ ） 不利益処分 関 不服申立 状況

人事委員会 報告（第 条関係）

人事委員会 、毎年 月末 、知事 対 、 事項 報告 。

公表 時期（第 条関係）

知事 、法 規定 報告 受 、 報告 取 、毎年 月末 、 概要及

報告 公表 。

公表 方法（第 条関係）

公表 、次 掲 方法 行 。

（ ） 鳥取県公報 掲載 方法

（ ） ー 利用 閲覧 供 方法

（ ） 他規則 定 方法 県民 閲覧 供 方法

規則 委任（第 条関係）

条例 施行 関 必要 事項 、規則 定 。

施行期日

条例 、平成 年 月 日 施行 。

◇東伯郡北栄町 設置 伴 関係条例 整理等 関 条例

次 表 左欄 掲 条例 、東伯郡北条町及 同郡大栄町 廃 、新 同郡北栄町 設置

伴 、同表 右欄 掲 内容 改正 行 。（第 条～第 条関係）

施行期日等

（ ） 条例 、平成 年 月 日 施行 。

（ ） 所要 経過措置 講 。

◇鳥取県木 住 建設資金助成条例

目的（第 条関係）

条例 、県内 森林 伐採 原木 県内 加工 木材（以下「県産材」 。） 活用

木造住宅 建設等 要 資金 一部 助成 、県産材 需要拡大 地場産業 振興 寄

与 目的 。

定義（第 条関係）
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この は の から することとした

条例 用 用語 意義 、次 定 。

（ ） 県産材活用住宅 県産材 立方 ー 以上使用 建設 木造住宅 。

（ ） 県産材活用住宅 建設等 新 県産材活用住宅 建設 、又 新 建設 県産材活用住宅

人 居住 用 供 購入 。

補助金 交付（第 条関係）

県 、 目的 達成 、県産材活用住宅 建設等 者 対 、予算 範囲内 木 住

建設資金補助金（以下「補助金」 。） 交付 。

補助金 額（第 条関係）

補助金 額 、使用 県産材 量 立方 ー 当 万円 乗 得 額（ 戸 万円

限度 。） 。

他（第 条関係）

条例 定 、 条例 施行 関 必要 事項 、知事 別 定 。

施行期日等

（ ） 条例 、平成 年 月 日 施行 。

（ ） 条例 、平成 年 月 日限 、 効力 失 。

（ ） 条例 失効 伴 所要 経過措置 講 。

◇鳥取県長期継続契約 締結 契約 定 条例

目的（第 条関係）

条例 、地方自治法施行令 規定 基 、長期継続契約 締結 契約 範囲 定

目的 。

長期継続契約 締結 契約（第 条関係）

長期継続契約 締結 契約 、次 掲 契約 。

（ ） 次 掲 物品 借 受 契約（商慣習上複数年 契約 締結 通例

限 。）

複写機、 ー （入出力装置 含 。） 他 事務用機器（一般 事務 用 供

限 。）

駐車場 管理 用 供 機器 他 庁舎及 公有地 管理 用 供 機器

（ ）（ ） 掲 物品（県 所有 、又 使用 限 。） 保守点検 他 維持管理 必要

役務 提供 受 契約

議会 報告（第 条関係）

知事 、長期継続契約 締結 、契約 相手方、契約金額、契約期間 他 契約 内容 、

当該長期継続契約 締結 日以降 最初 鳥取県議会 報告 。

委任（第 条関係）

条例 施行 関 必要 事項 、知事 別 定 。

施行期日

条例 、公布 日 施行 。
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鳥取県立大山自然歴史館 設置及 管理 関 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県立大山自然歴史館 設置及 管理 関 条例

（目的）

第 条 条例 、地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条 第 項 規定 基 、鳥取県立大山自

然歴史館 設置及 管理 関 事項 定 目的 。

（設置）

第 条 大山 中心 地域 豊 自然、歴史及 文化 関 資料 展示 魅力 鳥取県

内外 発信 、自然 大切 心 、鳥取県立大山自然歴史館（以下「自然歴史館」

。） 西伯郡大山町 設置 。

（行為 制限等）

第 条 自然歴史館 、次 行為 。

（ ） 自然歴史館 施設設備又 展示物 損傷 、若 汚損 、又 行為 。

（ ） 所定 場所以外 場所 喫煙 。

（ ） 空 缶、空 瓶 他 捨 。

（ ） 他人 迷惑 及 、又 行為 。

（ ） 他知事 別 定 行為

知事 、前項 規定 違反 、又 者 対 、自然歴史館 利用 拒 、又 自然歴

史館 退去 命 。

（措置命令）

第 条 知事 、自然歴史館 適正 管理 図 必要 認 、自然歴史館 利用 者 対

、必要 措置 命 。

（権限 委任）

第 条 第 条第 項及 前条 規定 知事 権限 、自然歴史館 館長 委任 。

（規則 委任）

第 条 条例 定 、自然歴史館 管理 関 事項 、規則 定 。

附 則

（施行期日）

条例 、規則 定 日 施行 。

（鳥取県立自然科学館 設置及 管理 関 条例 一部改正）

鳥取県立自然科学館 設置及 管理 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正

。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下「改正部分」 。） 対応 同表 改正後 欄中下

線 引 部分（以下「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改

の び に する をここに する

の び に する

この は の の に づき

の びその に する について めることを とする
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に するとともに を にする をはぐくむため

という を に する

の
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し な を ずることができる
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び に する の は の に する
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この に めるもののほか の に する は で める

この は で める から する

の び に する の

の び に する の を のように す
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改 正 後 改 正 前

鳥取県立自然科学館 設置及 管理 関 条例

（目的）

第 条 条例 、地方自治法（昭和 年法律第 号）

第 条 第 項 規定 基 、鳥取県立自然科

学館 設置及 管理 関 事項 定

目的 。

（設置）

第 条 鳥取県 自然 関 知識 普及及 自然保護

思想 高揚 図 、鳥取県立自然科学館（以下

「自然科学館」 。） 次 設置 。

名 称 位 置

鳥取県立大山自然科学館 西伯郡大山町

鳥取県立山陰海岸自然科学館 岩美郡岩美町

（管理 委託）

第 条 知事 、次 表 左欄 掲 自然科学館 施

設設備 保全及 各種資料 展示 関 事務

同表 右欄 掲 者 委託 。

名 称 委 託 先

鳥取県立大山自然科学館 財団法人自然

公園美化管理

財団

鳥取県立山陰海岸自然科学館 岩美町

鳥取県立山陰海岸自然科学館 設置及 管理 関

条例

（目的）

第 条 条例 、地方自治法（昭和 年法律第 号）

第 条 第 項 規定 基 、鳥取県立山陰海

岸自然科学館 設置及 管理 関 事項

定 目的 。

（設置）

第 条 鳥取県 自然 関 知識 普及及 自然保護

思想 高揚 図 、鳥取県立山陰海岸自然科学館

（以下「自然科学館」 。） 岩美郡岩美町 設

置 。

（管理 委託）

第 条 知事 、自然科学館 施設設備 保全及 各種

資料 展示 関 事務 岩美町 委託 。
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22 67

244

22 67

244

め に する が しない には を る

の の の の で まれた を る

をここに する

この は び の な び

という に する の を することにより び にお

、改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、当該改正部分 削 。

次 表 改正前 欄 表中太線 囲 部分 削 。

鳥取県私立高等学校等大規模修繕等促進事業助成条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県私立高等学校等大規模修繕等促進事業助成条例

（目的）

第 条 条例 、私立高等学校、私立中学校及 私立幼稚園 大規模 修繕及 耐震改修（以下「大規模修

繕等」 。） 要 経費 一部 助成 、私立高等学校、私立中学校及 私立幼稚園

17 29３

１
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ける の を することを とする

この において の に げる の は に めるところによる

に する

という のうち をいう

のうち をいう

のうち をいう

に する の を とした は をいう

に する をいう

の

は の を するため が に めるものに る じ を

した に し の で という

を する

の

の は に する の が に める を とする に な

にあっては の を にあっては の を じて た とする

この に めるもののほか この の に し な は が に める

この は から する

この の

この は り その を う

この の の に された については び の は この の

も なおその を する

の の の に する をここに する

の の の に する

この は という の の に づき

の の の に し な を めるものとする

が の の により の の に し しなければならない

は に された び の に する の

を める を く を く じ に る に げる とする

の に する の び に する

の の の に する その の の の

教育環境 整備 促進 目的 。

（定義）

第 条 条例 、次 各号 掲 用語 意義 、当該各号 定 。

（ ） 私立高等学校 私立学校法（昭和 年法律第 号）第 条第 項 規定 私立学校（以下「私立学

校」 。） 、高等学校 。

（ ） 私立中学校 私立学校 、中学校 。

（ ） 私立幼稚園 私立学校 、幼稚園 。

（ ） 耐震改修 地震 対 安全性 向上 目的 修繕又 模様替 。

（ ） 学校法人 私立学校法第 条 規定 学校法人 。

（補助金 交付）

第 条 県 、第 条 目的 達成 、大規模修繕等（知事 別 定 限 。以下同 。） 実

施 学校法人 対 、予算 範囲内 私立高等学校等大規模修繕等促進事業補助金（以下「補助金」 。）

交付 。

（補助金 額）

第 条 補助金 額 、大規模修繕等 要 経費 額（知事 別 定 額 限度 。） 大規模 修繕

分 、耐震改修 分 乗 得 額以下 。

（雑則）

第 条 条例 定 、 条例 施行 関 必要 事項 、知事 別 定 。

附 則

（施行期日）

条例 、平成 年 月 日 施行 。

（ 条例 失効）

条例 、平成 年 月 日限 、 効力 失 。

条例 失効 日以前 交付決定 補助金 、第 条及 第 条 規定 、 条例 失効

後 、 効力 有 。

鳥取県人事行政 運営等 状況 公表 関 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県人事行政 運営等 状況 公表 関 条例

（趣旨）

第 条 条例 、地方公務員法（昭和 年法律第 号。以下「法」 。）第 条 規定 基 、

人事行政 運営等 状況 公表 関 必要 事項 定 。

（報告事項）

第 条 任命権者 法第 条 第 項 規定 人事行政 運営 状況 関 報告 事項

、職員（臨時的 任用 職員及 非常勤職員（地方公務員法第 条 第 項 規定 短時間勤務

職 占 職員 除 。） 除 。以下同 。） 係 次 掲 事項 。

（ ） 職員 採用、異動、退職等 関 任免 状況及 職員数 関 状況

（ ） 職員 給与 平均額、初任給 基準、職員 対 手当等 他 職員 給与 状況
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（ ） 職員 勤務時間、休暇、旅費 他 勤務条件 状況

（ ） 職員 分限及 懲戒処分 状況

（ ） 営利企業等 従事 許可 他 職員 服務 状況

（ ） 職員 研修及 勤務成績 評定 状況

（ ） 職員 健康管理 関 福祉 状況

（ ） 職員 勤務条件 関 措置 要求 係 職員 利益 保護 状況

（ ） 他知事 必要 認 事項

（報告 時期）

第 条 任命権者 、毎年 月末 、知事 対 、前条各号 規定 事項 報告 。

（人事委員会 報告事項）

第 条 人事委員会 法第 条 第 項 規定 報告 事項 、次 掲 事項 。

（ ） 職員 競争試験及 選考 状況

（ ） 給与、勤務時間 他 勤務条件 関 報告及 勧告 状況

（ ） 勤務条件 関 措置 要求 状況

（ ） 不利益処分 関 不服申立 状況

（人事委員会 報告）

第 条 人事委員会 、毎年 月末 、知事 対 、前条各号 規定 事項 報告 。

（公表 時期）

第 条 知事 、法第 条 第 項及 第 項 規定 報告 受 、同条第 項 規定 、

同条第 項 規定 報告 取 、毎年 月末 、 概要及 同条第 項 規定 報告

公表 。

（公表 方法）

第 条 前条 公表 、次 掲 方法 行 。

（ ） 鳥取県公報 掲載 方法

（ ） ー 利用 閲覧 供 方法

（ ） 他規則 定 方法 県民 閲覧 供 方法

（規則 委任）

第 条 条例 施行 関 必要 事項 、規則 定 。

附 則

条例 、平成 年 月 日 施行 。

東伯郡北栄町 設置 伴 関係条例 整理等 関 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

東伯郡北栄町 設置 伴 関係条例 整理等 関 条例

（鳥取県知事 権限 属 事務 処理 特例 関 条例 一部改正）

第 条 鳥取県知事 権限 属 事務 処理 特例 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 削 、同表 改正後 欄中下線 引 部分 加 。
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改 正 後 改 正 前

別表（第 条関係）

事 務 市町村等

及 略

地方自治法 基 事務 、

次 掲

（ ）及 （ ） 略

各市、岩美

郡岩美町、

八頭郡若桜

町及 八頭

町、東伯郡

町並

西伯郡 町

村

～ 略

原子爆弾被爆者 対 援護 関

法律（平成 年法律第 号） 基

事務 、次 掲

（ ）及 （ ） 略

鳥取市、境

港市、八頭

郡智頭町及

八頭町並

東伯郡

湯梨浜町及

北栄町

原子爆弾被爆者 対 援護 関

法律施行令（平成 年政令第 号）

基 事務 、次 掲

（ ）～（ ） 略

鳥取市、境

港市、八頭

郡智頭町及

八頭町並

東伯郡

湯梨浜町及

北栄町

原子爆弾被爆者 対 援護 関

法律施行規則（平成 年厚生省令第

号） 基 事務 、次 掲

（ ）～（ ） 略

鳥取市、境

港市、八頭

郡智頭町及

八頭町並

東伯郡

湯梨浜町及

北栄町

～ 略

土地改良法 基 事務 、

次 掲

（ ）～（ ） 略

倉吉市、東

伯郡琴浦町

及 北栄町

並 西伯

郡大山町

土地改良法施行規則（昭和 年農林省

令第 号）第 条 準用 第

条第 号 規定 農業用用排水路

指定

倉吉市、東

伯郡琴浦町

及 北栄町

並 西伯

郡大山町

別表（第 条関係）

事 務 市町村等

及 略

地方自治法 基 事務 、

次 掲

（ ）及 （ ） 略

各市、岩美

郡岩美町、

八頭郡若桜

町及 八頭

町、東伯郡

町（北条

町 除 ）

並 西伯

郡 町村

～ 略

原子爆弾被爆者 対 援護 関

法律（平成 年法律第 号） 基

事務 、次 掲

（ ）及 （ ） 略

鳥取市、境

港市、八頭

郡智頭町及

八頭町並

東伯郡

大栄町及

湯梨浜町

原子爆弾被爆者 対 援護 関

法律施行令（平成 年政令第 号）

基 事務 、次 掲

（ ）～（ ） 略

鳥取市、境

港市、八頭

郡智頭町及

八頭町並

東伯郡

大栄町及

湯梨浜町

原子爆弾被爆者 対 援護 関

法律施行規則（平成 年厚生省令第

号） 基 事務 、次 掲

（ ）～（ ） 略

鳥取市、境

港市、八頭

郡智頭町及

八頭町並

東伯郡

大栄町及

湯梨浜町

～ 略

土地改良法 基 事務 、

次 掲

（ ）～（ ） 略

倉吉市、東

伯郡大栄町

及 琴浦町

並 西伯

郡大山町

土地改良法施行規則（昭和 年農林省

令第 号）第 条 準用 第

条第 号 規定 農業用用排水路

指定

倉吉市、東

伯郡大栄町

及 琴浦町

並 西伯

郡大山町
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に づく のうち に げるもの

び

びに

び

の に する に

する

に づく のうち に げる

もの び

びに

び

の

の に づく のうち

に げるもの

び

びに

において する

の による の び

びに

び の

の に づく のうち

に げるもの

び

び

の

を く｡

びに

の

の

の に する に

する に

づく のうち に げるもの

び び

びに

び

の に する に

する

に づく のうち に げるもの

び

びに

び

の に する に

する

に づく のうち に げる

もの び

びに

び

の

の に づく のうち

に げるもの

び

びに

において する

の による の び

びに
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24

22

25 24
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24
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25 24
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26 27

28

13

29

28

27

30 48

26 27

28

13

29

28

27

30 48

及 略

鳥獣 保護及 狩猟 適正化 関

法律 基 事務 、次 掲

（ ）～（ ） 略

鳥取市、倉

吉市、八頭

郡 町並

東伯郡琴

浦町及 北

栄町

鳥獣 保護及 狩猟 適正化 関

法律施行規則 基 事務 、

項 規定 事務 係 事務 項

（ ） （ ） 掲

鳥取市、倉

吉市、八頭

郡 町並

東伯郡琴

浦町及 北

栄町

～ 略

及 略

鳥獣 保護及 狩猟 適正化 関

法律 基 事務 、次 掲

（ ）～（ ） 略

鳥取市、倉

吉市、八頭

郡 町並

東伯郡大

栄町及 琴

浦町

鳥獣 保護及 狩猟 適正化 関

法律施行規則 基 事務 、

項 規定 事務 係 事務 項

（ ） （ ） 掲

鳥取市、倉

吉市、八頭

郡 町並

東伯郡大

栄町及 琴

浦町

～ 略

改 正 後 改 正 前

（流域関連公共下水道）

第 条 流域下水道 接続 公共下水道 、倉吉市、

三朝町、湯梨浜町及 北栄町 管理 公共下水道

（旧泊村及 旧大栄町 管理 属 公共下水道

全部並 旧北条町 管理 属 公共下水道

知事 別 定 除 。） 。

（流域関連公共下水道）

第 条 流域下水道 接続 公共下水道 、倉吉市、

三朝町、北条町及 湯梨浜町 管理 公共下水道

（旧泊村 管理 属 公共下水道 除 。）

。

改 正 後 改 正 前

別表第 （第 条 関係）

名 称 位 置

略

鴨川団地 倉吉市関金町安歩

略

団地 東伯郡琴浦町大字光

別表第 （第 条 関係）

名 称 位 置

略

鴨川団地 倉吉市関金町安歩

大野団地 東伯郡北条町国坂

栄第 団地 東伯郡大栄町大字亀谷

栄第 団地 東伯郡大栄町大字島

略

団地 東伯郡琴浦町大字光

び

の び の に する

に づく のうち に げるも

の の び

に

び

の び の に する

に づく のうち の

に する に る で の

から までに げるもの

の び

に

び

び

の び の に する

に づく のうち に げるも

の の び

に

び

の び の に する

に づく のうち の

に する に る で の

から までに げるもの

の び

に

び

に する は

び が する

び の に していた

の びに の に していた

のうち が に めるものを く とする

に する は

び が する

の に していた を く と

する

の

みどり

の

みどり

１

１ ５

１

１ ５

２ ２

１ ２ ２ １ ２ ２

１

２

（天神川流域下水道条例 一部改正）

第 条 天神川流域下水道条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 削 、同表 改正後 欄中下線 引 部分 加 。

（鳥取県営住宅 設置及 管理 関 条例 一部改正）

第 条 鳥取県営住宅 設置及 管理 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄 表中太線 囲 部分 削 、次 表 改正後 欄 表中太線 囲 部分 加

。

の

の を のように する

の の の が かれた を り の の が かれた を える

の び に する の

の び に する の を のように する

の の の の で まれた を り の の の の で まれた を

える

２ １

３

58

34 49
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大野団地 東伯郡北栄町国坂

栄第 団地 東伯郡北栄町亀谷

栄第 団地 東伯郡北栄町大島

略

別表第 （第 条関係）

名 称 委託先

略

三明寺団地 北野団地 小鴨団地 東和田

団地 高城第 団地 高城第 団地 高城

第 団地 鴨川団地

倉吉市

略

東伯団地 浦安団地 赤碕港団地 城山団

地 成美団地 団地

琴浦町

大野団地 栄第 団地 栄第 団地 北栄町

略

略

別表第 （第 条関係）

名 称 委託先

略

三明寺団地 北野団地 小鴨団地 東和田

団地 高城第 団地 高城第 団地 高城

第 団地 鴨川団地

倉吉市

大野団地 北条町

栄第 団地 栄第 団地 大栄町

略

東伯団地 浦安団地 赤碕港団地 城山団

地 成美団地 団地

琴浦町

略

改 正 後 改 正 前

（鳥取県立高等学校 設置）

第 条 鳥取県立高等学校 次 設置 。

名 称 位 置

略

鳥取県立鳥取中央育英高等学校 東伯郡北栄町

略

（鳥取県立高等学校 設置）

第 条 鳥取県立高等学校 次 設置 。

名 称 位 置

略

鳥取県立鳥取中央育英高等学校 東伯郡大栄町

略

１

２

２

１ ２

３

１ ２

２

１ ２

３

１ ２

２ ２

26 26

みどり みどり

の

を のとおり する

の

を のとおり する

（鳥取県立高等学校等設置条例 一部改正）

第 条 鳥取県立高等学校等設置条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

（警察署 名称、位置及 管轄区域 関 条例 一部改正）

第 条 警察署 名称、位置及 管轄区域 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正

。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、当該改正部分 削

。

の

の を のように する

の の の が かれた を の の が かれた に める

の び に する の

の び に する の を のように

する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には を

る

４

５

39 21

29 30
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改 正 後 改 正 前

別 表

警察署 名称、位置及 管轄区域

名 称 位 置 管 轄 区 域

略

鳥取県倉吉警察

署

倉吉市 倉吉市並 東伯郡

三朝町、湯梨浜町

及 北栄町

略

備考 略

別 表

警察署 名称、位置及 管轄区域

名 称 位 置 管 轄 区 域

略

鳥取県倉吉警察

署

倉吉市 倉吉市並 東伯郡

北条町、三朝町、

大栄町及 湯梨浜町

略

備考 略

の び

びに の

うち

び

の び

びに の

うち

び

附 則

（施行期日）

条例 、平成 年 月 日 施行 。

（鳥取県知事 権限 属 事務 処理 特例 関 条例 一部改正 伴 経過措置）

条例 施行 日（以下「施行日」 。）前 申請等 対 第 条 規定 改正後 鳥

取県知事 権限 属 事務 処理 特例 関 条例（以下「新条例」 。）別表 項、

項 項 、 項、 項、 項及 項 掲 認可等 処分 他 行為（以下

「移譲事務」 。） 、 従前 例 。

施行日前 知事又 委任 受 者 移譲事務 、新条例第 条 規定 事務 処理 町

移譲事務 。前項 規定 知事又 委任 受 者 移譲事務 、同様

。

鳥取県木 住 建設資金助成条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県木 住 建設資金助成条例

（目的）

第 条 条例 、県内 森林 伐採 原木 県内 加工 木材（以下「県産材」 。） 活用

木造住宅 建設等 要 資金 一部 助成 、県産材 需要拡大 地場産業 振興 寄与

目的 。

（定義）

第 条 条例 、次 各号 掲 用語 意義 、当該各号 定 。

（ ） 県産材活用住宅 県産材 立方 ー 以上使用 建設 木造住宅 。

（ ） 県産材活用住宅 建設等 新 県産材活用住宅 建設 、又 新 建設 県産材活用住宅 人

居住 用 供 購入 。

（補助金 交付）

第 条 県 、第 条 目的 達成 、県産材活用住宅 建設等 者 対 、予算 範囲内 木 住

１ １

２ １

１ ３ ８ ２

８ ４ ７

３ ２

３

１

２

１

２

３ １

この は から する

の に する の の に する の に う

この の の という にされた に する の による の

の に する の の に する という の の の

の から の の まで の の の の び の に げる の その の

という については なお の による

に はその を けた がした は の により を する の

した とみなす の により はその を けた がする についても とす

る

の まい をここに する

の まい

この は の で された を で した という を し

た の に する の を することにより の と の に す

ることを とする

この において の に げる の は に めるところによる

を メ トル して される をいう

の たに を し は たに された で

の の に されたことのないものを することをいう

の

は の を するため の をした に し の で の

17 10

24 25 28 29

17 29

10
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まい という を する

の

の は する の に メ トル たり を じて た につき

を とする とする

この に めるもののほか この の に し な は が に める

この は から する

この の

この は り その を う

の にかかわらず この の の に の の を けた に る の

については なお の による

をここに する

の に づき の な とその

の を るため を する

び

この においては の からの からの び

をもってその とし その の をもってその とする

この は から する

を することができる を める をここに する

を することができる を める

この は の の に づき

の の に づき する をいう じ を す

建設資金補助金（以下「補助金」 。） 交付 。

（補助金 額）

第 条 補助金 額 、使用 県産材 量 立方 ー 当 万円 乗 得 額（ 戸 万円

限度 。） 。

（雑則）

第 条 条例 定 、 条例 施行 関 必要 事項 、知事 別 定 。

附 則

（施行期日）

条例 、平成 年 月 日 施行 。

（ 条例 失効）

条例 、平成 年 月 日限 、 効力 失 。

前項 規定 、 条例 失効 日以前 補助金 選定結果 通知 受 者 係 補助金 交

付 、 従前 例 。

鳥取県育英奨学事業特別会計条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県育英奨学事業特別会計条例

（設置）

第 条 地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第 項 規定 基 、育英奨学事業 円滑 運営

経理 適正 図 、特別会計 設置 。

（歳入及 歳出）

第 条 会計 、育英奨学資金貸付金 元金収入、一般会計 繰入金、国 支出金及 附

属諸収入 歳入 、育英奨学資金貸付金 他 諸支出 歳出 。

附 則

条例 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県長期継続契約 締結 契約 定 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県長期継続契約 締結 契約 定 条例

（目的）

第 条 条例 、地方自治法施行令（昭和 年政令第 号）第 条 規定 基 、長期継続契約

（地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条 規定 基 締結 契約 。以下同 。） 締結

４ １ ３ １

５

１ ４ １

２ ３

３

３

１ ２

２

４ １

３

１

３

60

17

20 31

17 29

22 67 209

17

17 29

22 16 167 17

22 67 234
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発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目 鳥 取 県 【定価 部 月 円（送料 含 ）】220 2,200１ １か を む｡

古紙配合率 ％再生紙 使用100 を しています

(URL:http://www.pref.tottori.jp)

ることができる の を めることを とする

を することができる

の の による を することができる は に げる

とする

に げる を り ける にわたり を することが であるものに

る

ア コンピュ タ を む その の の の に するものに

る

イ の の に する その の び の の に する

に げる が し は するものに る の その の に な

の を ける

への

は を したときは の その の の を

を した の の に しなければならない

この の に し な は が に める

この は の から する

契約 範囲 定 目的 。

（長期継続契約 締結 契約）

第 条 地方自治法施行令第 条 規定 長期継続契約 締結 契約 、次 掲

契約 。

（ ） 次 掲 物品 借 受 契約（商慣習上複数年 契約 締結 通例 限

。）

複写機、 ー （入出力装置 含 。） 他 事務用機器（一般 事務 用 供 限

。）

駐車場 管理 用 供 機器 他 庁舎及 公有地 管理 用 供 機器

（ ） 前号 掲 物品（県 所有 、又 使用 限 。） 保守点検 他 維持管理 必要 役

務 提供 受 契約

（議会 報告）

第 条 知事 、長期継続契約 締結 、契約 相手方、契約金額、契約期間 他 契約 内容 、

当該長期継続契約 締結 日以降 最初 鳥取県議会 報告 。

（委任）

第 条 条例 施行 関 必要 事項 、知事 別 定 。

附 則

条例 、公布 日 施行 。

２

１

２

３

４

167 17


